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 既設道路橋の防護柵改築に先立ち，急速施工ならびに高品質化に着眼し，コンクリート製防護柵として

は他に類を見ない，プレキャスト化とその接合工法の新規開発を行った．解決すべき接合構造は，①既設

床版と壁高欄基部の接合部及び②壁高欄同士の接合部があるが，本稿では後者に的を絞り，細目決定まで

の経過を報告する．基本構造は，孔あき鋼板ジベルを有する部位（オス側）を縞鋼板からなる箱断面内

（メス側）に挿入し，高強度モルタルを充填して一体化を図る．車両衝突荷重による発生断面力に対して，

孔あき鋼板ジベルが抵抗し，所定の安全性を確保する．設計断面力は，孔あき鋼板ジベルを模擬した

FEM解析より直接的に算定する手法を採用したが，モデル化の範囲，境界条件，荷重載荷条件等の妥当

性を確認するため，現行設計基準との整合確認（模型載荷実験の復元解析），平板理論との比較等を行っ

た．また，発生断面力の分布特性に応じたジベル孔の配置検討を行い，接合構造の設計に反映させた． 

 Key Words : precast concrete railing, rapid construction, joint, perfobond shear connecter,FEM 

1. 開発の背景と構造概要 

モータリゼーションの発展により，防護柵に関する設

計基準も時代の要請に応じて改訂が行われてきた．完成

時には，当時の基準を満たしていた壁高欄も，現在の設

計基準にあてはめれば，要求性能に満たないケースも少

なくない．加えて，老朽化した壁高欄も目立ってきてお

り，交通安全上重要な施設の１つである壁高欄の適切な

対応が求められている． 

 道路橋の壁高欄は，一般に，現場打ちコンクリートで

構築され，その補修・補強も現場打ちが主体的であった

が，近年では，安定した品質，強度，耐久性の向上，省

力化，工期短縮，施工環境改善等を考慮して，JIS工場

で製作されるプレキャスト製の壁高欄も見受けられるよ

うになってきた．しかし，これら従来の接合工法では，

既設床版を貫通させた鉛直接合ボルトや，壁高欄内に配

置したＰＣ鋼材の緊張作業などが伴い，施工性，経済性，

耐久性等に課題を含んでいると思われる。 

筆者らは，これら課題を解決すべく，プレキャスト壁 

 

(a) 既設床版とPca壁高欄の接合工法 

(b) Pca壁高欄同士の接合工法 

図-1 新規に開発した接合工法のイメージ 

視点Ａ 

視点Ｂ 視点Ｂ 

視点Ａ 
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高欄の接合工法を新規に開発した．①床版と壁高欄基部

との接合方法(図-1(a)）は，床版上面に配筋された機械

継手式鉄筋とプレキャスト壁高欄の矩形ループ鉄筋を重

ね合わせ，かつ，それらのループ鉄筋内に連続する複数

の補強鉄筋を配置し，高強度モルタルを打設して一体化

する構造である．②壁高欄同士の接合方法(図-1(b)）は，

孔あき鋼板ジベル（以下，PBLと呼ぶ）を有する部位

（オス側）を縞鋼板からなる箱断面内（メス側）に挿入

し，高強度モルタルを充填して一体化を図る構造である． 

 当工法の開発により，既設床版への削孔作業やPC鋼

材の緊張作業を伴わない強固な接合工法を提供でき，主

に道路橋の壁高欄の新設や補修・補強を目的とした壁高

欄の取替えを効率的かつ容易に実現できる． 

 本稿では，②壁高欄同士の接合工法に焦点を絞り，構

造細目の決定までの経過を報告する． 

 

 
2.  橋軸方向の接合構造（PBL）の設計思想 
 

プレキャスト壁高欄同士の接合部，即ち橋軸方向の接

合部は，車両衝突荷重によって発生する橋軸方向の断面

力（曲げ引張力：図-2）に対して，PBLがずれ止めとし

て抵抗し，所定の安全性を確保すればよいと考えられる． 

 PBLに作用する断面力の算定は，PBLを模擬した3次元

FEM解析を実施し，接合部に発生する断面力を直接的に

算定する方法を採用した．なお，これらの設計手法の妥

当性を確認するため，現行設計基準との整合確認および

平板理論での断面力算定結果との比較を行った．これら

の検討経過を3.に記述する． 

 

 

3. 解析手法の妥当性の検証 
 

 FEM解析による接合構造の設計を実施する前に，先ず，

衝突荷重の静的荷重への換算，モデル化範囲，境界条件

など解析手法の妥当性を検証するものとした． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-2 橋軸方向の発生断面力の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-3  壁高欄の設計曲げモーメントの分布図 

 

(1)現行設計基準 

現行設計基準の車両用防護柵標準仕様・同解説1) では，

車両の衝突によって壁高欄部材に発生する断面力は，式

(1)～(2)より定義されている．壁高欄の上部に衝突荷重

（F）が作用した場合の曲げモーメントの最大値は，高

さ方向では荷重載荷点直下の固定端で，道路軸方向では

荷重載荷点の自由辺上で発生する．(図-3） 

a)高さ方向のモーメント（Ｍy） 

                 Ｍy =  Ｆ×L×αR×(１－B／7.5)（kN・ｍ）          (1) 

ここに， 

 αR：縦（高さ）方向断面係数 =  0.5 

Ｆ ：衝突荷重（kN） 

Ｌ ：Ｆの作用位置から断面照査位置までの高さ 

（ｍ） 

Ｂ ：有効幅  =  2×Ｌ（ｍ） 

b)道路軸方向のモーメント（Ｍx） 

Ｍx =  Ｆ×βR（kN・ｍ）            (2) 

ここに， βR：横（道路軸）方向断面係数 =  0.25 

 

上記断面力算定式は，建設省土木研究所（当時）をは

じめとする「高速化対応型コンクリート製防護柵に関す

る共同研究2)」に基づき設定されたものである．当共同

研究では，コンクリート壁高欄の設計手法の確立を目的

に，直壁の他，衝突面に傾斜がある単スロープ型および

フロリダ型が対象となっている．実車衝突実験（動的）

ならびに静的載荷実験における構造体の変形挙動データ

を収集し，弾性FEM解析結果との比較より，実際の衝突

状況に即した局所的な衝撃荷重を考慮した設計手法が提

案されている．具体的には，衝突荷重を力積運動方程式

から算出する方法で検討がなされ，方程式によって導か

れる衝突荷重とFEM解析結果との整合を図って衝突荷重

の一般化（静的集中荷重としてのF値の設定）が行われ

ている． 

 
(2)土研共同研究で得られた知見の整理 

a)検討概要 

 共同研究における検討モデルは，図-4に示すように，  

 衝突荷重 Ｆ 

発生断面力（曲げ引張） 
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図-4  検討モデル（単位：mm）2) 

 

表-1 検討ケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-2 使用定数 

 

 

 

単スロープ型およびＦ型（フロリダ型）の壁高欄を3辺

支持１辺フリーの変断面の版としてモデル化している．

集中荷重は，その上方に20cm 四方の範囲で，合計980 

(kN)に相当する等分布荷重を静的に載荷させている． 

 表-1にFEM解析の検討ケースを，表-2に計算に使用さ

れたコンクリートの定数を示す． 

 

b) FEM解析上の知見 

上記の条件によるFEM解析で得られた荷重～ひずみ関

係を静的載荷実験で得られた荷重～ひずみ関係と照合さ

せることで，FEM解析結果の妥当性が確認され，下記の

知見が得られている． 

①単スロープ型とＦ型では，解析結果に差が見られない． 

②３辺支持条件は，道路軸方向（Mx）はPin－Pin（両端

ﾋﾟﾝ，下端ﾋ ﾝ゚），高さ方向（My）はPin－Fix （両端ﾋﾟ

ﾝ，下端固定）とした場合が，静的載荷実験による荷

重ひずみ関係とほぼ一致した． 

③版の解析長は，6ｍ以上では長さを変えても結果に差

は見られない． 

 

(3)復元解析による妥当性の検証 

 共同研究結果を踏まえ，筆者らも，これらの復元解析

を行うことで，解析手法の妥当性を検証するものとした． 

a)復元解析の諸条件 

復元解析では，橋梁でよく用いられるＦ型（フロリダ

型）壁高欄（図-5）を対象に，３辺支持１辺フリーの変

断面の版としてモデル化し，シェル要素によるFEM解析

を行った． 

共同研究で得られた知見を基に，版の解析長はモデル

化の範囲に影響を与えない6.0mとした．載荷条件は、合

計980(kN)の等分布荷重を版の上方に20cm 四方の範囲で

載荷した。支持条件は，図-6に示すとおり，道路軸方向

Mxの算定にはPin－Pin（両端ﾋﾟﾝ，下端ﾋﾟﾝ），高さ方向

Myの算定にはPin－Fix（両端ﾋ゚ ﾝ，下端固定）とした．  

なお，左右対称であるため，荷重載荷位置センターよ

り左側を解析領域とした． 

 断面力算定位置は，載荷実験のひずみ計測位置と対応

させ，道路軸方向Mxの場合には横筋ひずみの実測位置

（天端より16cm），高さ方向Myの場合には縦筋ひずみ

の実測位置（天端より89cm）とした．（図-5と7）． 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-5 解析対象の形状及びひずみ測定位置 

（横筋：上図；縦筋：下図） 
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図-6 解析モデル図 

 

表-3 土研共同研究の解析結果との比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 断面力算定位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-8 Pin – Fixの場合の道路軸方向曲げモーメント図 

 

b)解析結果と考察 

 表-3、図-8～9に示すとおり，復元解析結果は，土研

共同研究のFEM 解析結果および現行設計基準の一般式

ともよく一致することが確認された．若干の差異がみら

れるが，微少な要素分割の差の影響と判断される． 

以上の検証により，モデル化の範囲，境界条件，荷重 

載荷条件等の基本的なモデル化の妥当性が確認できた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-9 Pin – Fixの場合の高さ方向曲げモーメント図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 平板理論による解析モデル図 

 
 

 
(4)平板理論との比較による妥当性の検証 

 前述一連のFEM解析では，実際の壁高欄の版厚に即

して変断面版（25～68cm）として解析を実施している． 

 一方，今回検討の対象としている壁高欄の辺長6.0mに

対する版厚変化レベルでは，等厚・等方性版を前提とし

た平板理論（Kirchhoff-Love Theory:通称 薄板理論）を用

いた方法でも同様の解が得られるものと予測されたため，

同条件下で平板理論による断面力算定を行った． 

 以下に，その結果とFEM解析との比較結果を示す． 

 

a)平板理論による解析の諸条件 

 図-10に，平板理論を用いた解析モデル図を示す．解

析条件は，前述の(3)と同様である． 
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表-4 FEM解析結果との比較 

 

 

b)解析結果と考察 

平板理論の解析結果を表-4に示す．FEMによる変厚及

び等厚（版厚25cm 一定）の結果も合わせて整理する． 

 解析結果を比較することで判明した事項および考察を

以下に整理する． 

①平板理論の解析結果は，等厚モデルのFEM 解析結

果とは概ね一致するが，変厚モデルのFEM解析結果

とはやや大きな差がみられた．今回対象とした壁

高欄の高さ（1.4ｍ）に対する版厚変化レベル（25

～68cm）においても，版厚変化の影響が顕著に表

れることを把握した． 

②等厚モデル（版厚25cm一定）に比べ，変厚モデル

（版厚25～68cm変化）とした場合は，My（高さ方

向の曲げ）が大きく，Mx（道路軸方向の曲げ）が

小さくなる結果が得られた．高さ方向の曲げにつ

いては，部材が厚くなり剛性が高くなる壁高欄基

部へ断面力がながれることが容易に推察できる． 

③上記②より，今回検討の目的である道路軸方向接部

の断面力を算定する場合は，等厚モデルで行う方

が安全側の設計につながるという評価ができる． 

④荷重作用面は20×20(cm2)であり，版の辺長6.0m と比

較して小さい．平板理論では，載荷面が無限に小

さな集中荷重下での曲げモーメントは，理論的に

は無限大になるため，荷重載荷条件（荷重作用面

積，載荷位置）には注意する必要がある． 

⑤上記④を踏まえ，本検討における荷重載荷条件は，

現行設計基準の検討経緯である20×20 (cm2)の範囲で，

壁高欄天端位置に載荷させることを基本条件とし

た． 

 

 
4. 橋軸方向接合部の設計断面力の算定 

 

(1)断面力算定の解析条件 

 これまでの妥当性の検証結果を踏まえ，橋軸方向接合

部（PBL）の設計断面力を算定するため，図-11に示す

解析モデルを構築した．解析諸条件を1)～8)に整理する

が，主な考え方を以下に補足する． 

1)解析対象：種別SA  フロリダ型 

2)解析モデル：3辺支持1辺フリーの等厚モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-11  接合部の断面力算定に用いた解析モデル 

 

3)支持条件：pin－pin（両端ピン，下端ピン） 

4)版の載荷長：6.0ｍ なお，対称であるため，荷重載

荷位置センターより左側を解析領域とする． 

5)載荷荷重：種別SAに対応する衝突荷重F=88(kN）を

20cm四方の面積で等分布荷重として載荷

（壁高欄の天端位置） 

6)解析要素：PBL：シェル要素 

         RC躯体：ソリッド要素 

7)使用定数：前述の表-2を参照とする．（F型） 

8)gapの設定：接合部のPBLの外側の断面は，荷重に抵

抗しないため，gapを設ける． 

 

種別SAのフロリダ型の壁高欄を対象に，3次元ソリッ

ドモデルを適用して引張力が直接算定できるようにPBL

を模擬したシェルを部材中央部に配置した．また，設計

断面力が比較的大きく算定され，安全側の設計となるよ

うに，壁高欄の部材厚を0.25mの等厚としてモデル化を

行った． 

衝突荷重は車両用防護柵標準仕様・同解説に準じて

F=88(kN)を20cm四方に等分布した静的荷重として壁高欄

の上方に載荷した． 

接合部を含む版の解析長は6.0mとしたが，解析時間の

短縮のため，対称性を考慮して接合部のセンターより左

側の1/2モデルとした．境界条件は，橋軸方向の曲げに

着目するため，3.の知見を基に，Pin－Pin （両端ピン，

下端ピン）支持とした． 

PBL 
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PBLは，厚み12mmの鋼鈑として，シェル要素よりモ

デル化した．PBLの外側（荷重載荷側を内側とする）は

引張力への抵抗ができないため，橋軸直角方向にgapを

入れるものとした．なお，gap幅の大きさにより，PBL

に発生する断面力の変動量を把握するため，gap幅を10

～70mmで変化させ，解析を行った． 

 

(2)解析結果 

 PBL要素に発生する橋軸方向引張力Nx（kN/m）の集

計を図-12(Case1：gap幅10mm）および図-13(Case2：gap

幅70mm）に示す． 

 また，把握できた事項を以下に整理する． 

 ①PBLに発生する引張力は，壁高欄天端付近で最大，

壁高欄基部で最小となる三角形分布となり，解析

モデルの対象境界面で最大引張力が発生する分布

状況であった． 

 ②gap幅（10mm⇒70mm）が大きくなるに従って，PBL

に発生する引張力は，減少する傾向が確認できた．

これはgap幅が大きくなることにより，応力集中が

緩和されたことによるものと推察される．なお，

設計断面力としては，最も厳しい状態が生じたgap

幅が10mm場合のものを用いた． 

 ③圧縮側（RC要素）は，最大でσc=8.6（N／mm2）程

度であり，許容応力度内（σca＝15N／mm2）であ

った． 

 

5. 橋軸方向接合部（PBL）の設計 

 

(1)PBLのせん断耐力 

 PBLのせん断力耐力（ずれ止め耐力）は，土木学会の

推奨式 3)を基本にするものとした．なお，当該接合工法

の計画では，PBL孔に貫通鉄筋を配置しないため，貫通

鉄筋を有さない場合の式を採用している． 

 

a)PBLの設計せん断耐力（1孔あたり） 

                  Ｖpsud＝（4.31Ａ－39.0×103）／γb           (3) 

    Ａ＝πd2／4×（t／d）1/2×ｆ'cd            (4) 

  ただし， 17.3×103 ≦ Ａ ≦ 152.4×103 

ここに， 

 Ｖpsud ：PBLのコンクリートジベル１個あたりの設

計せん断耐力（N） 

 ｄ   ：孔径（mm） 

 ｔ   ：鋼板の板厚（mm） 

 ｆ'cd   ：コンクリートの設計圧縮強度（N／mm2） 

      ただし，ここでは γc＝1.0として設計圧縮 

      強度を求めるものとした． 

γb   ：部材係数  

 

図-12 PBLの引張力の分布とσxの分布 

Case1：gap幅＝10mm 

 

図-13  PBLの引張力の分布とσxの分布 

Case2 ：gap幅＝70mm 

   

     コンクリートジベルのせん断耐力を小さく設

定した方が構造物の性能を危険側に評価する

場合には，1.0，逆の場合には 1.3とする． 

 また，式（3）および式（4）は，コンクリートジベル

の破壊が孔間の鋼板せん断力よりも先行する場合の耐力

式であるため，適用は，以下の式（5）を満足させるこ
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とに留意する必要がある． 

 

b)鋼板のせん断耐力 

Ｖsud＝Ａｓ×ｆyd／√3×（100／60）／γb  ≧ Ｖpsud         (5) 

 ここに， 

  Ｖsud ：孔間の鋼板のせん断耐力（Ｎ） 

  ｆyd ：鋼材の設計引張降伏強度（Ｎ／ｍｍ2） 

  Ａs  ：鋼板のせん断抵抗面積（ｍｍ2） 

   γb     ：部材係数 

 なお，当該壁高欄の計画では，PBLの孔の中に充填す

る材料は，高強度モルタルを予定しているが，上述の式

は，コンクリートに対応した式であるため，モルタルの

場合の設計せん断耐力（引張耐力）を求める必要がある． 

 ここでは，PBL孔の粗骨材の充填率に伴う拘束効果に

着目した論文 4)を参考にして，充填材にモルタルを採用

する場合は，コンクリートジベルのせん断強度の低減率

を考慮するものとした． 

 参考論文に従えば，せん断強度の低減率は，コンクリ

ートの圧縮強度の低減率と同等と考えても差し支えない

として，圧縮強度の試験結果を下に，低減率を 10％程

度と見込んでいる． 

 この結果を踏まえ，モルタルでのPBLのせん断耐力は，

(3)式から，(3)’式のように補正を加え，設計を行うもの

とした． 

 

c)設計で使用したPBLの設計せん断耐力（1孔あたり） 

Ｖpsud＝(1-ρ）×（4.31Ａ－39.0×103）／γb           (3)’ 

  ここに， 

    ρ：モルタルの場合の低減係数（ρ=0.1） 

 

(2)PBLの構造諸元の基本計画 

 PBLの構造細目を設定する上での基本的な考え方を以

下に整理する． 

 ①PBLの板厚は，PBLの孔の中のコンクリートの割裂

破壊を生じさせないための最小厚（ｔ）として，

土木学会の推奨値を準用し，12mmとした． 

 ②PBLの孔径 dは，40mm以上とし，孔と孔の中心間

隔は，2dを確保した．（土木学会の推奨値 1.6～2.8

倍の範囲内で経験的な見知から設定） 

 ③PBLの鋼板と孔部の縁端距離は，コンクリートジベ

ルの耐力（Ｖpsud）を勘案の上，鋼板の縁端距離

が構造弱点とならない距離を確保する． 

  具体的には，Ｖspud＜Ｖsudの関係を確認し，縁端

距離はｂ以上（ｂは鋼板の孔間距離）を確保する

ものとし，照査の結果，縁端距離は，40mm以上を

確保するものとした． 

 ④最上縁のコンクリートジベルのせん断伝達が十分に

図れるよう，コンクリートジベルの中心から 45°方

向のせん断抵抗面が，高欄天端ライン内に収まる

よう，最上縁コンクリートジベルの位置を設定し

た．加えて，接合部は場所打ちとなるため，これ

に対応する適切な鋼材かぶり厚を確保するものと

した． 

 ⑤橋軸方向継手部には，連続した鋼材が配置されない

ため，ＰＢＬは可能な限り下端まで配置する方針

とした．なお，壁高欄内に通信管路の配置計画等

がある場合は，PBLの配置高さを後で調整する必

要がある． 

 

(3)コンクリートジベルの配置検討 

 橋軸方向の接合部に発生する断面力は，前述に記載し

たとおり，高欄天端で最大となる三角形分布になる特性

を有する．当該断面力の分布特性を勘案し，コンクリー

トジベル（PBLの孔）配置案として，下記の３ケースを

立案した． 

 なお，衝突荷重時の安全率5)（Fs=1.5）を確保する必要

があるため，コンクリートジベルのせん断耐力の照査で

は，設計断面力を1.5倍して照査し，これを満足するコ

ンクリートジベル配置（個数）を設定した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a)断面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b)側面図 

図-14  PBL配置の基本計画案 
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a)  Case1：断面力が最大となる最上縁の条件(150mmの区

間）で決定したコンクリートジベル間隔を

下段まで一律で通した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-15  ジベル配置Case１ 

 

b)  Case2：下方分担に基づき断面力の分布形態に応じて

必要最小限のジベル配置とした場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-16  ジベル配置Case2 

 

c)  Case3：断面力が最大となる最上縁の条件で4段目ま

でを決定し，下段を倍ピッチとした場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-17  ジベル配置Case3 

5. おわりに 

 

 所定の安全性確保およびPBLの製作性を考慮して，現

時点では，Case3を推奨案として計画を進めている状況

である．設計計算では，上記の構造諸元で構造成立性を

確保した状況であるが，今後，実物大載荷実験等の実施

も視野に入れ，最終構造決定を行っていく予定である． 
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DEVELOPMENT OF NEW JOINT METHOD FOR PRECAST CONCRETE RAILING 

  
Keiichi AOKI, Kenji UEHIRA, Yoshikazu TANAKA and Kinuka TAKAGI 

 
An new joint method for precast concrete railing is developed uniquely for meeting the needs of rapidly 

and  high-qualityly construction prior to rebuilding of railing for existing road. Major problems to be 
resolved are   how to connect the railing to existing slab  and to each other. The later problem is studied in 
this paper. 

Perfobond shear connecter  is used for the shear connector, and it is designed by using 3D FEM. The 
validity of the  analysis technique  of  FEM is verified by compared to the results designed by the current 
design criterion and Kirchhoff-Love Theory. 
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